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大阪大学―ベ トナム国立大学ハノイ校の拠点大
一熊本における第6回ジェネラルセミナーの
?
? 事業交流
池 道彦*・惣田 訓**。清 和成***・桑畑 宗子****
要 旨
大阪大学とベ トナム国立大学ハノイ校は、地球環境総合学をテーマとし、研究者交流を通じて両
国の環境分野の科学技術の発展を目的とした拠点大学交流事業を1999年から実施 している。
2006年度は、第6回ジェネラルセミナーが熊本で開催された。55本の論文が発表され、ベ トナム
から来日した28人の研究者 。学生、日本に留学中の6人のベ トナム人学生も含め、総参加者数は
約100名に達した。水俣病資料館や水俣エコタウンなどを訪れ、日本の公害問題の原点と循環型
社会の構築に向けた先進事例を紹介した。この拠点大学交流事業によつて多くの研究成果が得 ら
れており、大阪大学大学院工学研究科におけるベ トナム人留学生数の増カロという大きな間接的効
果も現れている。
【キーワー ド】日本学術振興会拠点大学交流事業、ベトナム、環境問題
1 は じめに
ベ トナムに対する関心が日本で高まっている。外務
省によると、ベ トナムヘの日本人入国者は、1999年
は11万人であつたのに対し、2005年には32万人を突
破した。国別入国者数では、中国、アメリカに次ぎ、
日本は第3位である。1986年から始まったドイモイ政
策によつて、社会主義国家であるベ トナムが多くの日
本企業の進出を受け入れた影響が大きいといえる (財
団法人 地球。人間環境フォーラム,2002)。また、日
本人にとつてベ トナムは観光地としても人気となって
いる。インドシナ半島東側の南北に細長い国土は、気
候も景観も地域によつて多彩に変化し、日本との類似
性からか、親しみを覚えやすい。北部のハロン湾、中
部のチャンパ遺跡のあるミー ソン、古い街並みが残る
ホイアンは世界遺産に登録されている。物価も安く、
パクチーなどの香草が苦手な人もいるが、フォー (米
を原料にした麺)やニョクマム (魚を原料にした醤油)、
エビ入り春巻きなど、食べ物も日本人に向いており、
民族衣装のアオザイも女性に人気がある。クラクショ
ンを激しく鳴らし、家族4人乗りもよく見かけるホン
ダ (バイクの総称)の大群には、今の日本にはないバ
イタリティを感じる。その半面、急激な都市化による
過密化、大気汚染、水質汚濁、廃棄物問題など、先進
国がかつて経験した産業公害と現在進行形の地球環境
問題の両者を同時に抱え、急速な経済発展と環境保全
の両立は可能であろうか、と不安を感じる人も少なく
ないはずである。
このような背景のもと、大阪大学とベ トナム国立大
学ハノイ校は、地球環境総合学をテーマとし、研究者
交流やセミナーの開催を通じて両国の環境分野におけ
る学術発展を目的とした拠点大学交流事業を1999年
から実施している (藤田・立田1999;藤田ら,2002)。
2005年度からは、日本側コーディネーターが藤田正
憲から池道彦となり、本年度は新体制のもとで最初の
ジェネラルセミナーを熊本で実施した。
* 大阪大学大学院工学研究科環境 。エネルギーエ学専攻教授**大阪大学大学院工学研究科国際交流室留学生相談部講師 (環境 。エネルギーエ学専攻)***大阪大学大学院工学研究科環境 。エネルギーエ学専攻助手
****大阪大学大学院工学研究科環境 。エネルギーエ学専攻事務職員
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2 大阪大学 とベ トナム国立大学ハノイ校の
拠点大学交流事業「地球環境総合学」
2-1 拠点大学交流事業の概要
拠点大学交流事業とは、日本とアジア諸国との交流
を深めるために日本学術振興会が特定の研究テーマを
決めて複数年に渡って実施している大型プロジェクト
である。ベ トナムでは、急速な経済発展に伴う様々な
環境問題が生じており、産業公害対策を中心として、
問題解決に向けた各種の取り組みが始まつているもの
の、資金、人材、技術、経験などの不足によつて環境
問題対策は未だ十分なものとはなっていない。一方、
産業公害を克服した経験と優れた環境技術を持つ日本
は、ベ トナムの産業公害対策の推進役となることが期
待されている。
1999年から10年間を目標にチ台まったこの事業は、
単位 :人 (人日)
多くの協力大学の参加を得ることができ (表1)、20
05年度までに、のべ人数で派遣178人、受入130人の
交流がなされている (表2)。具体的な共同研究のテー
マとしては、(1)ベトナムにおける水質モニタリン
グ、(2)有害物質によるベ トナムの環境汚染と生態
影響に関する環境化学的研究、(3)ベトナムにおけ
る大気汚染とその影響評価、(4)環境創造 。保全、
(5)ベトナムにおける沿岸域の開発に関する環境影
響評価、(6)大都市における持続可能な水供給シス
テム、(7)効率的な上 。下水処理技術の開発、(8)
高濃度廃水・廃棄物に対する生物 。物理化学的処理法
の開発、(9)ベトナムにおける有用微生物の多様性
と利用に関する研究、および (10)環境科学 。技術
に関する諸問題の数理的研究、等が挙げられる。
なお、筆者らの研究グループは、 (8),(9)のテーマに
関する研究を行っている。
表1 大阪大学―ベ トナム国立大学ハノイ校拠′点大学交流事業 「地球環境総合学」の実施体制
日本側 ベ トナム側
日本学術振興会 事業主体 ベトナム科学技術アカデミー
大阪大学 拠点大学 ベ トナム国立大学ハノイ校
豊田政男 。大阪大学・工学研究科長 実施組織代表者 Dao Trong Th・ベ トナム国立大学ハノイ校・総長
大阪大学大学院工学研究科・教授
???? コーディネーター Pham Ⅱung Viet・ベトナム国立大学ハノイ校ハノイ科学大学・教授
北海道大学 。大学院工学研究科、東京大学 。大学院
工学系研究科、大阪府立大学 。大学院工学研究科、
愛媛大学 。沿岸環境科学研究センター、熊本大学・
工学部
協力大学
ベ トナム国立大学ホーチミン校、ハノイ土木大学、
フエ大学、ベ トナム科学技術アカデミー・生物工学
研究所、ベトナム科学技術アカデミーホーチミンセ
ンター 。熱帯生物研究所、ノンラム大学
表2 大阪大学―ベ トナム国立大学ハノイ校拠点大学交流事業 「地球環境総合学」の交流実績
2002 2003 2004 2005 計
派 遣 0 (0) (225)27 (259)33 (261)31 (228)29 (217) 178 (1471)
受 入 0 (0) 10 (263) (193) 18 (339)23 (285)29 (406)37 (340)130 (1826)
計 0 (0) (488) (513) (623) (621) 308 (3297)
表3 大阪大学―ベ トナム国立大学ハノイ校拠点大学交流事業「地球環境総合学」のセミナー開催実績*
セミナー名 日口寺 場所
発表
件数 参加者数
第1回ジョイントセミナー 拠点大学交流事業における研究課題 1999年
8月2日
1999年8月6日
ハノイ
ホーチミン 12件 約120名
第2回ジョイントセミナー 拠点大学交流事業における環境科学・技術 1999左Fllリロ26日 大阪 22イ牛 約 80名
第3回ジェネラルセミナー 都市と沿岸部の開発に関する環境科学・技術 2001Z=11月7日 大 阪 25イ牛 約 50名
第4回ジェネラルセミナー 持続可能な発展に向けた環境科学・技術 2003年7月14～15日 大阪 37イ牛 約 60名
第5回ジェネラルセミナー 都市と海岸域の開発に関する環境科学・技術 2004年9月27-29日 ヽロ ン 51イ牛 約 90名
第6回ジェネラルセミナー アジアの持続可能性のための環境科学 。技術 2006年10月2-4日 熊本 55イ牛 約100名
丼この他、ワークショップや ミニセミナーが5回開催された
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2-2 ジェネラルセミナーの開催
この拠点大学交流事業では、ジェネラルセミナーを
両国で開催し、研究成果を発表している (表3)。ベ
トナムで最近開催されたものは、2004年にハロン湾
で開催された第5回ジェネラルセミナーである。初日
は、テクニカルツアーとして、ベ トナム北部、中国と
の国境近くにある景勝地であるハロン湾を見学した
(写真1)。石灰岩台地が沈降し、風化作用によつて削
られ、湾内に大小3,000もの奇岩・島々が存在 し、
1994年にユネスコの世界遺産に指定されている。 日
本をはじめとする諸外国に輸出するエビの養殖場の開
発のため、東南アジア諸国の多くのマングローブ林が
1980年代から伐採されてしまつたが、このハロン湾
でもマングローブ植林が行われている。2日目に全体
会議を開催し、これまでの本事業のレビューが行われ
た。総参加者数は、 日本側から32名、ベ トナム側55
名の総勢約90名であつた。その後、1日半に渡って ト
ピックごとに最新の研究成果を報告し、発表論文は50
本に及んだ。データの蓄積も豊富であり、過去の共同
研究を通じての人間関係の構築、研究・調査面でのサ
ポー トの充実、業績の向上など、確実な成果が得られ
た。
一方、日本では2006年10月に第6回ジェネラルセ
ミナーが熊本大学で開催された。初日に全体会議を開
催し、これまでの本事業のレビューを行った。総参加
者数は、熊本大学および近隣機関からの関連研究者・
学生の参加を含めると約100名がセミナーに参加した。
この中には、ベ トナムから来日した28人の研究者・
学生、日本に留学中の6人のベ トナム人学生も含まれ
ている。その後、2日目までの1日半に渡って トピッ
クごとに最新の研究成果を報告し、発表論文は55本
に及んだ。また、3日日は、水俣病資料館や水俣エコ
タウン (写真2)。ごみ分別ステーションなどを訪れ、
日本の公害問題の原点と循環型社会の構築に向けた先
進事例を紹介した。本事業の後半の達成目標を参加研
究者が一同に会して再確認し、各共同研究チームで今
後2年間の方向性が合意された。また、最新の研究成
果の報告により、広範な科学技術の分野から有益な提
写真1 第5回ジェネラルセミナーにおけるハロン湾
見学会.
写真2 第6回ジェネラルセミナーにおける水俣エコ
タウン見学会.
言が得られ、日本とベ トナムを含むアジアの発展の方
向性が議論された。
3  おわ りに
10年計画で実施されているこの拠点大学交流事業
も8年目が終了し、直接的な研究・交流成果だけでな
く、留学生数の増加という間接的な大きな効果も現れ
ている。拠点大学交流事業では、学生の留学に関する
直接経費は支出できないものの、工学研究科の環境 。
エネルギーエ学専攻や地球総合工学専攻に所属し、拠
点大学交流事業に参加している教員のもとに多くの留
―-95-―
学生が集まってきている。毎年発行されている工学研
究科の留学生相談室だより (現在は国際交流室たより)
の留学生名簿の記録によると、この拠点大学交流事業
が開始される以前、少なくとも1994～1996年は、工
学研究科におけるベ トナム人留学生数は0人であつた。
その後、ベ トナム人留学生数は増加の一途をたどり、
2006年2月の段階で工学研究科の留学生の8%(26人)
を占めるようになった (図1)。拠′点大学交流事業が、
このベ トナム人留学生数の増加の牽引力の一つになっ
ていることは間違いない。大阪大学全体の留学生総数
1,029人(2005年5月1日)のうち、ベ トナムからの
留学生が占める割合も5%と増加傾向にある。
2年後、この拠点大学交流事業は終了となるが、そ
の総仕上げに向けて、両国の研究者の交流は、ますま
す活発になっている。この拠点大学交流事業を契機と
して日本に留学した学生の中には、博士号を取得した
者が20名近くおり、その後、ベ トナムの研究機関の
若手研究者として拠′点大学交流事業に参加している者
もいる。一つの環境問題が角翠決したとしても、日本も
ベ トナムも体験したことがない未知の環境問題が生じ
る可能性もあり、地球環境総合学は、これからも必要
とされる学問領域である。日本に訪れるベ トナム人の
数はまだまだ少ないが、世代交代をしながら、日本と
ベ トナムの交流は続いていくであろう。
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図1 工学研究科におけるベ トナム人留学生数の増カロ.
留学生総数 (●)とそれに対するベ トナム人留学生数
の割合 (○).工学部留学生相談室だよりvol.20‐3 ,
国際交流室たよりvol.31より作成。
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